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本書は、利益という定量的で明確な尺度が基本的に存在しない特質をもつ公共経営について、行政が、従来型の

行政管理ではなく、市民社会ガバナンスの考え方を軸とする公共経営（Public Management）へと進化しているこ

とについてその基本概念を理解することを目的としている。 

 企業経営の手法を政府に取り入れるニューパブリックマネジメントから、さまざまな市民社会の担い手との協働

を促進するニューパブリックガバナンスへと進展していく過程で、PFI や市場化テストなど様々な行政運営手法が

出現する。それのみならず、企業経営において会計が羅針盤の役割を果たすように、公共経営による改革には公

会計改革が不可欠であり、その重要な成功要因である。この世界的動きの中で、日本の公共経営及び公会計改

革がどのような背景を経て、現在どのような段階にあるのか、国、独立行政法人、地方を対象として、日本の現状

を読者が把握し、課題について考える手がかりを提供する。さらに日本及び海外の取組について、事例を通じて

理解を深めることを意図している。 
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